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情報システムの有効性評価のガイドラインに

ついて（中間報告） 
 

児玉公信† 
 
情報システムの有効性評価手法分科会では，情報システム研究における適切な

評価を促すために，文献調査を行う一方，「有効であるとは何か」という根本的
なテーマに関する議論も進めてきた．本報告では，情報システムのライフサイク

ルを見据えた有効性のとらえ方とその定量的な扱い方についてガイドライン案

作成に向けての議論を紹介する． 

 

Guidelines for the Evaluation of  
the Information Systems Effectiveness 

— Interim Report — 
 

Kiminobu Kodama† 
 
The sub-SIG for survey and study of evaluating effectiveness of information systems, 

in order to facilitate proper evaluation of information systems research, investigated 
some papers about evaluating information systems. Besides, "What is to be effective" 
has also promoted discussion as a fundamental theme of evaluation. In this paper, we 
introduce a discussion on drafting guidelines for how to deal with a quantitative 
method and its effectiveness under the view of information systems life cycle. 

                                                                    
† 情報システム 
   Information Systems Institute, Ltd. 

1. はじめに  

情報システム研究において，研究対象の情報システムの有効性を客観的に評価する

ことは必須の研究プロセスである．情報システムおよびその構築過程は，発注者とそ

れを使用する組織の特性を反映した個別一回性の強いものである．有効性の評価が，

その情報システムが用いられる組織や環境に依存するということは，従来の多サンプ

ルによる定量的評価手法，たとえば統計的手法がもはや適切とは言えないことを意味

する． 
情報システムの有効性評価の研究は古くから行われていた．費用効果に関してアク

セス可能な最も古い文献は，軍隊の指揮統制システムに関するものである 1)．そこで

は，効果と費用を見積もる要因として，効率の改善，機能数，開発実施レベルを挙げ

ていた．近年では，システム監査の観点から，品質特性や価値特性を体系化して有効

性を評価しようとする事例がある 1)．情報システムの用途がますます拡大し，その開

発形態および運営形態が，高度化・複雑化している現在，有効性評価についての新し

い枠組みと手法の共有が求められている． 
筆者らは，情報システムと社会環境研究会の活動の一環として，2010年 9月より情

報システムの有効性の評価について，一定の見解またはガイドラインを出すための研

究分科会の活動を開始した．この分科会の名称を「有効性評価手法分科会」（以下，単

に「分科会」と呼ぶ）とする．本報告では，分科会のこれまでの活動状況を紹介する．

情報システムの有効性評価にあたっては，さまざまな視点が必要となる．多くの意見

をいただいて，本活動をより実りあるものにしていきたい． 

2. これまでの活動  

分科会では，研究の第一歩として，これまでの情報システムや関連分野の論文で採

用された有効性の評価手法について調査することから始めた． 

2.1 統計的有効性評価  
情報処理学会や ACM などで発表された情報システムの有効性評価を扱っている論

文 35編を取り上げ，有効性の取り扱い方について調査した．その結果については，文
献 2）で報告したとおりである．ただし，適切に有効性を扱っており，統計処理も妥
当と判定された論文は非常に少なかった． 

2.2 個別一回性への挑戦  
また，情報システムが宿命的にもつ個別一回性という特殊性から，統計的処理によ

らずに，客観的に有効性を評価する手法として，質的アプローチに注目した．中でも，

アクションリサーチや GTA（Grounded Theory Approach）は海外の情報システム論文
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でも扱われるようになってきており，文献調査を進めている．これについての中間報

告は，文献 3）で行った． 

2.3 これからの活動  
文献調査についで，現在，効果および有効性についての議論を始めたところである．

以下，その議論の大枠について紹介する． 

3. 効果に関する考察  

一口に有効性と言っても，それが意味するものは幅広く，解釈する人によって異な

り，かつ曖昧である．それも“情報システムの有効性”となると，さらにわかりにく

い．ここでは，有効であるとは「効果があること」であり，システム理論で言うシス

テムに対して何らかの働きかけを行った結果，システムの目的達成に適うと認められ

た状況を指すものと仮説し，効果に関して考察する． 

3.1 これまでの効果の指標  
これまでに考えられてきた効果の指標とされるものについて，いったん整理してみ

る． 
3.1.1 QCDSE 
非公式ながらも製品がもつ機能の価値（広義の「品質」）を表すと考えられてきたキ

ーワードは，“QCD”（狭義の「品質」，「コスト」，「納期」）である．狭義の「品質」
とは，製品に欠陥がないこと，いわゆる「当たり前品質」を指す．最近では，これに

“SE”（安全性，環境へのやさしさ）を加えることもある．有効性の文脈では，情報
システムの利用者がそれを使用することを通して，顧客に対して“QCD（SE）”とい
う切り口で価値を提供するととらえることができる． 

3.1.2 ソフトウェアの品質特性 
ISO/IEC 9126-1:20014)のソフトウェアの品質特性を効果の指標とすることも可能で

ある．この標準では，製品の品質特性を 6 つの特性（「機能性 functionality」，「信頼性
reliability」，「使用性 usability」，「効率性 efficiency」，「保守性 maintainability」，「移植性
portability」）に分類する． 
また，ISO/IEC TR 9126-4:20045)はソフトウェア利用時の品質特性を規定している．

この標準では，利用時の品質を 4つの特性（「有効性 effectiveness」，「生産性 productivity」，
「安全性 safety」，「満足性 satisfaction」）に分けてとらえる． 
ソフトウェアの品質特性に関する国際標準は，上に述べた ISO/IEC 9126 のほかに，

ISO/IEC 145986)の品質メトリックスの規定があり，内容が錯綜してきたため，これら

をリファクタリングして置き換える形で，ISO/IEC 25000:20057)8)シリーズが策定され

ている． 

3.1.3 EEE 
情報システムの効果を直接的にとらえるということでは，これも非公式なキーワー

ドながら，“EEE”（「適正 efficacy」，「効力 effectiveness」，「能率 efficiency」）が挙げら
れる（訳語は筆者による）．これらは“QCD”が製品（もの）の品質であったのに対
して，“EEE”はサービス（こと）の品質とみることもできる．“EEE”を，たとえば
「リードタイムの短縮」，「誤りの防止」といった具体的な指標に展開して計測できれ

ば，有効性の指標になる． 
3.1.4 顧客満足度 
顧客に提供する価値を総称して「顧客満足度」と呼ぶことがある．ものやサービス

から受け取る価値を，顧客の側からとらえようとしている点が強調される 9)．ただし，

会社対会社の取引にしても，顧客は多様であり，顧客によって異なる価値観に基づく

心理量を一律に測ることは難しい．アンケートが現実的な計測法である． 

3.2 新しい効果の指標  
情報システムの効果に関する従来の指標だけでは，不十分と感じられるようになっ

た理由は，情報システムがこれまでのような企業活動の道具としてではなく，企業活

動そのものに同化してしまったためであろう．それは，情報システムへの投資判断が，

かつては，投資額が得られると想定される効果でペイアウトできる期間を基準として

いたものが，現在はその基準が意味を持たなくなった 10)こととも関連している． 
このことは，次のようにも言い換えられる．すなわち，かつて「想定される効果」

とは自社内のコスト削減が主であった．現在では自社の事業継続のためであったり，

マーケットでの優位性を維持するためであったり，顧客の利益を確保することで自社

の利益につなげようとするためであったりと，効果をこれまでよりも広いシステムの

中で，多角的，重層的にとらえる必要がでてきた． 
3.2.1 効果の分類 
こうした観点から，分科会では，情報システムが提供する機能の効果の指標となり

得るものを，ブレインストーミングで挙げた．これを整理したものが図１である． 
図 1の横軸は，その効果が直接的であるか間接的であるかを分類している．直接的

効果は，利用者がそれを直接享受できることを意味し，たとえば「性能向上」は明ら

かにそれと分かる．間接的効果は，たとえば情報システムの「拡張容易性」のように

利用者がそれと分かることはないが，システムの変更コストを総合的に減少すること

につながっている．直接効果は比較的容易に定量化でき，間接効果は質的に扱われる

ことが多い． 
図 1の縦軸は，その効果が組織の外部に現れるか，内部にとどまるかで分類してい

る．たとえば，「ビジネスコミットメント」とは，顧客のビジネスプロセスに自社の製

品やサービスの提供が組み込まれる状況を指すが，これは明らかに外部効果である．
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